


















































































































































































表2 開設者別の国民医療費推移  
単位） 兆円







































































































































表2 開設者別の国民医療費推移  
単位） 兆円





















公的 7 6 7 61
法人 10 29 10 52
個 5 23
8 40 8 40
29 0 29 35
0 14 0 14
2 56 2 58
70 72
6 64 7 04
































































































































































































第 2 は、利用可能な料金である。第 3 は、サービ
スが均質なことである。最後は、差別的取り扱い
のない料金である。そして、公益事業のステータ
スを構成する要素として 4 点が挙げられる。第 1
は、サービスの必需性である。第 2 は、工業技術
ネットワーク設備駆使によるサービス供給であ
























































































































































































































































































































































































ある。都道府県合計で 52 医療圏ある(2015 年４月)。 
6 樋口(2014)は、「学習する組織」を特徴づける能力として、①志、
②内省と対話、③概念化の 3 点をあげている。石井晴夫、樋口徹
(2014)『組織マネジメント入門』中央経済社 77-79 頁。 
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患者 地域住民 医療機関 行政体
個々の疾病や症状の度合い 潜在的ニーズのため、本来 情報の非対称性が高いため サービス享受側の評価に
が異なるので、評価基準の 必要とされていない医療 、評価に関係なく、一方的に 関係なく、計画を策定する。
統一が困難となる。 サービスを要求する可能性 サービスを提供する。
がある。
発病後の評価と発病前の 地域住民同士で要求する 自医療機関で完結する医療 潜在的ニーズを把握するこ
潜在的ニーズとで差異が ニーズが対立する。 を提供するため、潜在的 とが困難となる。
生じる。 ニーズを考慮しない。
患者により評価基準が一定 潜在的ニーズを基準とし、 医療機関同士で得意とする 医療機関の事情に関係なく
ではない。 サービスの提供を受けずに 医療サービスが競合した時、 計画に則って、医療機関を
医療機関を跨いだ、継続した 評価するため偏りが生じる。 医療機関の連携を妨げる。 監督・制御する。
同一の医療サービスを提供
するのが困難となる。
評価にバラツキがあるため、 潜在的ニーズは幅が広く、 策定した計画とは異なる 地域によって計画に整合性
地域医療策定の際に意見を サービス拡大のみを要求 サービスが提供される やズレが生じる。




































































5 三次医療圏は、都府県ごとに 1 医療圏あり、北海道のみ
6 医療圏ある。都道府県合計で 52 医療圏ある (2015 年４
月 )。
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